
【2023 年度 第１回】 

法政大学専門職大学院イノベーション・マネジメント研究科入試問題 

             一般・小論文 

 

問題  

 以下は、2021 年 5月 14 日の日本経済新聞に掲載された後藤康雄・成城大学教授の「中小

企業の一律保護見直せ 経済の新陳代謝どう進める」という論文です。これを読んで設問に

答えてください。 

 

コロナ禍で最もダメージが危惧される部門の一つが中小企業だ。就業者数の約 7割、総付

加価値額の 5 割以上を占める中小企業の動向は日本経済を左右する。もともと日本の中小

企業部門の成長は大企業より鈍かったが、その傾向が一層強まりかねない状況にある。 

中小企業の成長促進という一筋縄ではいかない問題を企業の新陳代謝と中小企業政策の

視点から考える。 

（１）中小企業は弱い立場にあるとの認識が共有されている。このため中小企業への支援

は社会的に受け入れられやすく、長く手厚い保護的施策が講じられてきた。例えば大企業よ

り低い軽減税率が適用される。徴税の運用面でも、常に赤字で納税しない中小企業がごく普

通に認められている。中小企業専門の政府系金融機関も複数存在する。こうした手厚いサポ

ートは当事者の行動を確実に左右する。 

従業員数と資本金額のいずれかが一定水準以下ならば、制度的に一律中小企業とみなさ

れる。このため経営が悪化した実質的な大企業が軽減税率などを期待して減資することも

ある。 

それは本来成長できる企業があえて中小企業にとどまるという選択だ。中小企業への恒

常的な優遇は、成長意欲に水を差し、中小規模を維持するインセンティブ（誘因）となる。

世界的にみても日本は中小企業のウエートが高いが、長く続けられてきた優遇措置と無縁

ではなかろう。 

さらに景気が大きく落ち込むたびに大規模な支援がなされる。中小企業はマクロ的ショ

ックへの対応力に乏しく、リアルタイムの判断としては理解できる。だが緊急対応のはずが

実際は長期化したり、対策が繰り返されたりしてきた。特に 1990 年代末以降、「緊急的な」

支援が続いてきた。 

こうした措置は、平時の優遇策に導かれ中小比率が高まるゆがみとはやや異質の影響を

及ぼしつつある。不況時に市場から退出していたはずの企業が金融支援などで存続する「ゾ

ンビ企業」問題だ。90 年代後半以降の金融危機時に問題業種の大企業を中心に指摘され始

めた論点だが、近年はむしろ中小のゾンビ企業の存在が懸念される。それらは退出予備軍で

あり、企業業績や成長力は劣りがちだ。 

大局的には「保護政策は長期的に産業競争力を弱める」という一般法則が、中小企業部門



にも当てはまる。大企業と中小企業の付加価値伸び率の差分をみると、トレンドとして格差

は広がる一方だ（図 1参照）。 

 

 

 

それではどうすれば中小企業部門の成長力を高められるのか。ここで重要な視点が企業

の新陳代謝だ。 

中小階層で企業の出入りが活発になされる。非効率な企業は退出し、成長する企業は大企

業へと転じていく。一方で成長期待と意欲を持つ事業者が新たに参入する。こうしたダイナ

ミズムを通じて全体の活力が高まる。だが手厚い支援は新陳代謝のメカニズムを抑える方

向に作用する。効率の低い企業が退出せず、成長できる企業も中小階層にとどまる。新規参

入者のビジネスチャンスは狭まり、参入の意欲は低下する。 

（２）新陳代謝の停滞はかねて議論されてきたが、日本の開廃業率は欧米（10%前後）の

半分程度だ（図 2参照）。 

中小企業部門を持続的に発展させていくには、新陳代謝を伴う成長促進が欠かせない。そ

の認識自体は 99 年の中小企業基本法改正に象徴されるように定着している。だが現実の道

のりは険しい。一つの背景は、97 年以降の金融不安や 2008 年のリーマン・ショックなど大

規模な経済ショックが相次いできたことだ。緊急時にはどうしても既存の事業者への現状

維持的な支援が優先される。 

さらに根深い事情も絡み合う。大きく 3つ挙げておく。第 1に歴史的・制度的な経緯だ。

戦後中小企業政策が確立される過程で、産業政策の伴走を得て急成長する大企業と一線を

画し、復興や高度成長の波に乗れない弱体部門として中小企業がとらえられた。こうした認

識を背景に、中小企業政策は保護・育成的な視点の強い産業政策の一環に位置づけられた。

この出発点は、現在に至るまで日本の中小企業政策を強く性格づけてきた。 

第 2に中小企業支援が帯びる社会政策的な性格も、路線の転換を難しくしている。企業規



模が小さくなるほど、企業体としての側面と生活の場としての側面の境界は曖昧になる。日

本では個人事業主を中心とする零細企業が多く、その実態は会社より個人に近い。経営と生

活が重なるため、社会政策が担うべき領域を実質的に中小企業政策がカバーしている面が

ある。 

第 3に政治的要素だ。政策関係者にとって、中小企業への支援は支持を得やすい。今日の

中小企業支援では金融や税制の役割が大きく、直接的な財政支出は少なくて済む点も好都

合だ。 

当然、優遇税制は得べかりし税収を減らすので財政を悪化させるし、金融支援も融資先の

倒産などが将来の財政負担につながる。だが少なくとも実施時の直接的な歳出を伴わない

ので、予算策定プロセスも通りやすい。政治、行政、財政いずれの関係者にとっても負担感

が小さいまま、幅広い事業者に報いる中小企業政策は巧妙な仕組みだ。 

以上の要素が絡み合う中小企業政策の抜本的な転換は至難の業だが、中小企業部門の活

力が失われる流れは変えなければならない。 

成熟経済の日本が向かうべきは、リスクをとって市場を開拓していく方向であり、中小企

業部門がその中心となるべきだ。それには様々な要素を解きほぐしつつ、新陳代謝を促す必

要がある。新陳代謝というと、廃業とその後の生活不安が想起されやすい。だが再開業まで

を含むプロセスが社会に定着すれば、受け止め方も変わってくるだろう。 

現下のコロナ禍は大きな転機となり得る。緊急事態宣言を受けた時短営業協力金は、多く

の小規模飲食店を支える一方、一律に事業継続を支援する手法への問題意識を広く喚起し

た。コロナ後を見据え、新領域開拓や異業種転換を検討する事業者も多い。事業体の廃止・

存続にかかわらず、広義の開業ととらえられる。 

既にそうした活動を促す施策は用意されている。20 年度 3 次補正予算ではコロナ対応の

事業再構築補助金も導入されており、当面はこれらの本格的活用を図るべきだ。使い勝手が

悪ければ、実務経験者などによる支援増強も考えられる。さらに長期的には、中小企業の定

義の抜本的な再検討が必要だ。中小企業を過小資本にとどめ、株式譲渡による事業再構築な

どを難しくしている資本金基準の見直しや企業規模の段階的区分などが検討課題となろう。 

ぎりぎりの努力で事業を続ける人たちの想いや苦労と、それを支援する施策の意義を否

定するものでは全くない。ただ事業者の状況や判断に応じて廃業や開業を促す支援も選択

肢として有望ということだ。コロナ禍の出口がみえないなか、中小企業に逆風の局面は続く

とみられる。一律的保護から新陳代謝を促す方向にかじを切れるか、われわれはその岐路に

立っている。 

 

（出所：日本経済新聞 2021 年 5 月 14 日 朝刊） 

 

 

 



問１ （１）中小企業は弱い立場にあるとの認識が共有されている。とあるが、なぜそのよ

うに認識が共有されているのか。論文の中の言葉を利用し 300 字程度で説明してください。 

 

問２ （２）新陳代謝の停滞はかねて議論されてきたが、日本の開廃業率は欧米（10%前後）

の半分程度だ（図 2参照）において、論文中の文脈に合わせ、この図から読み取れることを

300 字程度で自由に述べてください。 

 

問３ この論文について、あなたは筆者の意見に同意できるか。あなたの考えを 300 字程度

で自由に述べてください。 

 

問４ この論文の要点を 300 字程度にまとめてください。 
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【2023 年度 第 2 回】 

法政大学専門職大学院イノベーション・マネジメント研究科入学試験問題 

一般・小論文 

 

設問 以下の文章を読み、問いに答えなさい。 

 

スタートアップ（1）に対する公的支援の行方が注目されている。これまでも政

府は類似した施策を講じてきたが、必ずしも思うような成果を上げられていな

い。スタートアップを通じた経済活性化には様々な課題が残る。本稿では日本

が抱える課題を整理したうえで、国内外の研究の知見を基に今後の方向性を検

討したい。 

 日本の開業率は近年５％程度と、国際的に低い水準で推移している。（2）より

深刻なのは実際の起業の数でなく、起業予備軍ともいえる起業家の卵の層の薄

さだ。２０２０年版中小企業白書によれば、０７年に１０１万人いた起業希望

者は、１７年時点で約３０万人減少して７３万人まで落ち込んでいる。他方で、

起業家の数は同時期に１８万人から１６万人への減少にとどまっている。 

 この点から、日本のボトルネックの一つは起業希望者の数の減少であり、起

業予備軍を増やすことを念頭に置く必要がありそうだ。 

 グローバル・アントレプレナーシップ・モニター（ＧＥＭ）と呼ばれる世界

各国の起業活動に関する行動や意識に関する大規模調査では、望ましいキャリ

ア選択として「起業」を考える人の割合が主要国の中で圧倒的に低い（図１参

照）。また起業機会を持つ人の割合が主要国で突出して低く、その中で失敗を恐

れて起業しないと考える人の割合も国際的にみて高い水準にある（図２参照）。 

 

図１                図２ 
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政府は今後５年でスタートアップの数を１０倍にするという目標を含め支援

施策を掲げる。だがいくら政府が起業を奨励しても、人々が急に起業に関心を

持つようになるとは考えにくい。起業に関心を持つ人々の数を増やすには、長

期的な視野で取り組む必要がある。 

 他方、スタートアップの数を追求する施策は適切でないとの指摘も多い。各

国のスタートアップ関連施策では、開業率を高めることに目が向く傾向にある

が、開業率が経済成長に結びつくとは言い切れない。実際、国内外の多くの研

究は、スタートアップの大半は起業後間もなく退出することを余儀なくされ、

イノベーション（革新）や雇用創出に寄与しないことを示している。スタート

アップの中で経済活性化に貢献する存在にまで成長できるのはほんの一握りに

すぎない。 

 リー・ブランステッター米カーネギーメロン大教授らの研究は、起業へのハ

ードルを低下させるような参入規制の緩和を進めた場合には起業の絶対数は増

えるが、そのほとんどがローテク部門の企業あるいは生産性の低い企業だった

ことを示した。政府が介入して起業のハードルを低下させることが必ずしも経

済活性化につながるわけではない。 

 またビクター・ベネット米ユタ大教授らの研究は、起業準備の段階における

「学習」の重要性を強調し、準備が不十分な状態での新しい企業の誕生は失敗

を招く可能性が高いことを示唆している。例えば起業の準備段階で市場調査、

専門家への相談、あるいは人材確保などの事前準備をすることで、事業の不確

実性を低下させられるだろう。 

 これらの研究からは、政府による起業を加速させるような支援は、結果とし

て質の低いスタートアップを生み出す可能性があることを示唆している。スタ

ートアップにイノベーションや雇用創出などの経済活性化を期待するならば、

政府による起業支援が起業家の質の低下につながらないよう留意すべきだ。 

 では、どのような施策が有効なのか。（3）起業準備者への直接支援というより、

起業の環境整備に関する施策を講じるべきだ。まずは起業に関心を持つ人の層

を拡大する施策だ。例えばよく議論されるのは、起業予備軍を増やすための起

業家教育を通じた啓蒙活動といった長期的な視点で日本人の起業文化を醸成し

ていく施策だ。だがこうした施策がどれほど有効なのかについては必ずしも明

確でない。 

 また起業家教育を担う人材の育成も必要であり課題は多い。より重要なのは、

人々の起業のインセンティブ（誘因）を高めるための制度面での改革だ。アイ

ルランド・トリニティカレッジのヴァン・ステル研究員らの研究によれば、国

の労働市場の硬直性と起業活動の水準には負の関係があることが示されている。 

 解雇規制の強い日本のような国では、リスクの小さい賃金労働者という地位

を捨てて、自ら起業することのリスクが相対的に高い。雇用の流動性を高める

ことにより、既存企業の従業員を含め人々の起業のインセンティブを促進する



 

3 

 

ことが必要となる。だが現実には、解雇規制の緩和を通じて労働者の失業リス

クを高めるため、国民からの理解を得ることは容易でない。国民的な議論が必

要だろう。 

 もう一つはスタートアップの「出口」と関連した施策だ。スンヒョン・イ米

テキサス大ダラス校教授らの研究によれば、事業の「やめやすさ」がスタート

アップの登場と密接な関係にある。再チャレンジしやすいかどうかは、起業イ

ンセンティブに影響を与えることが示唆されている。例えば倒産・解散手続き

の煩雑性解消による「迅速なフレッシュスタート」を可能にすることが重要だ。

日本のように倒産手続きに長期間を要する場合、再チャレンジは容易にはいか

ない。 

 また失敗による文化的・社会的重圧を軽減することも、起業のインセンティ

ブを高めるうえで重要だ。一度失敗しても再度活躍できるチャンスがなければ、

雇用先を離れて起業することのリスクがあまりに高く、起業希望者の増加は期

待できない。「失敗を恐れて起業しない」のは、こうした環境要因が大きい。 

 フランシン・ラフォンテーヌ米ミシガン大教授らの研究は、起業を繰り返す

シリアル・アントレプレナー（連続起業家）は、起業経験のない起業家と比べ

事業での成功確率が高いことを示した。起業が学習可能な活動であることを示

唆しており、再チャレンジの機会の重要性が確認される。 

 スタートアップの「出口」の選択肢を増やすことも求められる。日本では事

業の存続が成功の指標としてとらえられる傾向があるが、起業家や投資家にと

ってそれは必ずしも最良の出口とは限らない。日本では起業家および投資家に

とっての主要な資金回収の機会が新規株式公開（ＩＰＯ）となっている。他方、

米国ではＭ＆Ａ（合併・買収）による事業売却が典型的な資金回収手段となっ

ている。 

 国内外の研究によれば、イノベーション志向の強いスタートアップはＭ＆Ａ

を通じて事業を売却する傾向が強い。また人的資本の水準の高い個人は、他の

雇用の選択肢が多くあり、起業することの機会費用が大きい。実際に筆者と本

庄裕司・中央大教授らによる研究では、イノベーション能力が高いスタートア

ップおよび創業者の人的資本の水準が高い場合、倒産を回避できる一方、事業

売却による退出を選択する傾向にある。 

 経済活性化を担うスタートアップの登場を促進するには、再チャレンジを可

能にし、資金回収の機会の選択肢を増やす「出口」の整備が鍵になりそうだ。 

 

出典  加藤雅俊「スタートアップ支援の課題 下 起業に伴うリスク 軽減

必至」（日本経済新聞 2022 年 9 月 29 日朝刊） 
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問 1 下線（1）について、「スタートアップ」とはどのような特徴を持つ企業か、

説明しなさい。（300 文字程度） 

 

問 2 下線（2）について、日本の開業率は、なぜ国際的に低い水準にあるのか、

筆者の主張を要約しなさい。（300 文字程度） 

 

問 3 下線（3）について、今後、経済活性化を担うスタートアップを生み出すた

めに、どのような施策が有効か、筆者の主張を要約したうえで、筆者とは異な

る視点から、あなたの考えを論理的に述べなさい。（600 文字程度） 
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【2023 年度 第 3 回】 

法政大学専門職大学院イノベーション・マネジメント研究科入学試験問題 

一般・小論文 

 

 

 以下の文章は、ヘンリー･ミンツバーグ『マネジャーの実像－「管理職」はな

ぜ仕事に追われているのか』の一部です。この文章を読んで、以下の問１から問

４に答えてください。 

 

 

近年は、リーダーとマネジャーを別物と考えるのが大流行だ。そうした主張に

よると、リーダーとは、正しいことをする人間であり、変化に対応するのが役割。

一方、マネジャーとは、ものごとを正しくおこなう人間であり、日々の面倒な業

務に対応するのが役割だという。 

 

（中略） 

 

率直に言って、組織の現場でこの区別にどの程度の意味があるのか理解しか

ねる。なるほど、理屈の上でリーダーシップとマネジメントを区別することは可

能だろう。しかし、現実にそれを区別することなどできるのか。もっと言えば、

そもそも区別するのが正しいことなのか。 

あなたは、リーダーシップを振るわないマネジャーの下で働きたいだろうか。

そのような人物は部下の士気を鼓舞できない。では逆に、マネジメントをおこな

わないリーダーについていきたいだろうか。そのような人物は現場をあまりに

知らなすぎる。マネジメントをおこなわなければ、現場でなにが起きているのか

把握できるわけがない。組織論の研究者であるジェームズ・マーチの言葉を借り

れば、「①リーダーには、 詩人であることと配管作業員であることの両方が求め

られる」のだ。 

日本のパナソニックの創業者、松下幸之助はこう述べている―大きなことと

小さなことに対処するのが私の仕事、中程度の間題は部下にまかせればいい、と。

リーダーは、マネジメントを他人まかせにしてはいけない。マネジャーとリーダ

ーを区別するのではなく、マネジャーはリーダーでもあり、リーダーはマネジャ

ーでもあるべきなのだと、理解する必要がある。 

 

マネジメントは実践の行為 

いつまでも幻想を追い求めるのはやめるべきだ。マネジメントはサイエンス
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でもなければ、専門技術でもない。マネジメントは実践の行為であり、主として

経験を通じて習得される。したがって、具体的な文脈と切り離すことができない。 

 

サイエンスではない 

サイエンスの目的は、研究を通じて体系的な知識を獲得すること。これは、マ

ネジメントの目指すものとはまるで違う。マネジメントの目的は、組織の中でも

のごとを成し遂げる後押しをすることだ。もちろん、マネジメントをおこなう過

程でサイエンスを活用しないわけではない。マネジャーは、ありとあらゆる知識

を総動員しなければならない。それに、マネジャーがものごとを分析するうえで

は、サイエンスにもとづく手法が欠かせない。 

しかしマネジメントを成功させるには、サイエンス以上にアートの要素が必

要だし、それにも増して クラフト(＝技)の要素が不可欠だ。アートは、直感を

通じた洞察やビジョンを生み出す。（ピーター・ドラッカーは 1954 年の著書『現

代の経営』で「直感型マネジャーの時代は残りを数えるばかり」だと書いたが、

それから半世紀以上たったいまも、私たちはまだ数え終わる気配がない)。クラ

フトは、経験を通じて学ぶことを可能にする。マネジャーが日々の業務を続けな

がら問題を解決するために、この要素が欠かせない。 

マネジメントは、アート、クラフト、サイエンスの三要素がそれぞれの頂点を

なす三角形の中でおこなわれるとみなせる。アートは、マネジメントに理念と一

貫性を与える。クラフトは、目に見える経験にもとづいて、マネジメントを地に

足のついたものにする。そしてサイエンスは、知識の体系的な分析を通じてマネ

ジメントに秩序を生み出す。 

組織の中で発生する業務の大半は、マネジャー自身が対処するまでもない。組

織内の担当者にまかせればすむものがほとんどだ。結果として、マネジャーのも

とに残るのは、やっかいな仕事ばかり。解決の糸口の見えない問題や、手の焼け

る取引先への対応などがマネジャーの仕事になる。マネジメントとはその性格

上、あらかじめ決まっている一定の「方程式」をあてはめて行動するだけではう

まくいかない。マネジメントという行為を説明するために、経験、直感、判断、

知恵といった言葉がしばしば用いられる理由は、ここにある。 

かなりの量のクラフトに、ある程度のアート、それにいくらかのサイエンスが

組み合わさった仕事——それは実践の行為と呼ぶのが最もふさわしいだろう。マ

ネジメントに「唯一で最善の方法」などない。 なにが正解かは、そのときその

ときの状況によって変わる。 

 

専門技術でもない 

サイエンスではなく実践の行為だと言われてきた点では、工学も同じだ。しか
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し工学は、サイエンスをふんだんに活用する。マニュアル化して効率を高めるこ

ともできるし、効果が実証されている方法論に頼ることもできる。なんだかんだ

言っても橋は橋だし、鉄は鉄だ。実践の場に出る前に、具体的な文脈を離れて教

えられるという意味で、工学は専門技術の一つと位置づけられる。工学だけでは

ない。医師の仕事についても、同じことが言える。しかし、マネジメントはそう

でない。 

（中略） 

 

マネジメントの実務には、マニュアル化してうまくいく部分がほとんどなく、

ましてや効果の実証された方法論などまずありえない。「(新人マネジャーは)ど

ういう役割を果たせばいいのかわかっていないのに、マネジャーとして振る舞

わなければならない」と、ハーバード・ビジネススクールのリンダ•ヒルが書い

たとおりなのだ。 

20 世紀はじめに②「科学的管理法」の提唱者フレデリック・ティラーが自身の

労働者管理法を「唯一で最善の方法」と呼んで以来、私たちはサイエンスと専門

技能の世界に、マネジメントの「唯一で最善の方法」を見つけ出そうと、いわば

聖杯探求の旅を続けてきた。しかし、「戦略プランニング」だの「株主価値」だ

のといった概念がお手軽に唱えられるばかりで、マネジメントの「唯一で最善の

方法」はいっこうに見つからない。華やかな概念が次々と登場した結果、私たち

の議論にあたかも進歩があつたか のように見えるかもしれないが、実際の問題

はまったく解決していないのだ。 

工学や医療は知識をマニュアル化できるので、専門教育という形で教えられ

る。専門教育を受けた専門家はほぼ例外なく、素人より質の高い仕事をする。し

かし、マネジメントは違う。正式な訓練を受けていない直感派の技師や医師の技

量を信用する人はまずいないだろうが、ビジネススクールで勉強した経験がな

くても人々の信頼を得ているマネジャーは大勢いる(むしろ、ビジネススクール

出身のマネジャーのほうがしばしば疑いの目で見られている)。 

マネジメントの方法論にマニュアル化できる部分はほとんどないが、③暗黙知

はたくさんある。しかし 暗黙知という性格上、簡単にはその全容を把握できな

い。だからこそ、マネジメントは、徒弟制度やメンター(指導者)による導き、直

接の経験などを通じて、実務の場で学ぶ以外にないのだ。しかも、この種の知識

の多くは特定の文脈に立脚しているので、ある場面で学んだことを別の場面に

あてはめてもなかなかうまくいかない。一つの組織内でも部署が違うと、同じマ

ネジメント手法が通用しない場合が多い。ましてや、別の組織、別の業種に同じ

やり方を移植することはきわめて難しい。 

 



4 

 

問１ 下線部①は何を意味しているのか、200 字程度で説明してください。 

 

 

問２ 下線部②に関連して、フレデリック･テーラーが提唱した「科学的管理法」

を 200 字程度で説明してください。 

 

 

問３ 下線部③にある暗黙知とは何か、200 字程度で説明してください。 

 

 

問４ この文章で示されているミンツバーグ氏の考え方について、あなた自身

の考えを含めて 800 字程度で論評してください。 
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【2023 年度 第 4 回】 

法政大学専門職大学院イノベーション・マネジメント研究科入学試験問題 

一般・小論文 

 

 

以下は、ジャネット・バリス氏による「マーケターが景気後退の局面で取り

組むべき 6つのアクション」についての論考である。 

この論考を読み、景気後退期におけるマーケティングならびにイノベーショ

ンのあり方について、あなた自身の考えをまとめよ（1600 文字程度）。 
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